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　1．はじめに

　近年、世界中で地球温暖化に対応した環境政策
が実施され、特に再生可能エネルギーの活用に対
する期待が高まっている。このようなエネルギー
のグリーン化について、その政策の効果は新技術
に対する消費者の受容性に強く依存する（Foxon 

and Pearson, 2007; Yazdanpanah et al., 2015）。つま
り、政策の効果を高めるには、消費者のインセン
テ ィ ブ を 理 解 し た 上 で の 政 策 が 必 要 と な る

（Ribeiro et al., 2011）。現在のところ、再生可能エ
ネルギーの普及政策とビジネスモデルは再生可能
エネルギーの技術に対する需要を高め、市場は大
きく拡大している。多くの国々では固定価格買取
制度（Feed-in Tariff, FIT）を採用し再生可能エネ

ルギーの急速な普及を実現しているが、賦課金に
よる国民負担の増大もあり、新しいビジネスモデ
ルの確立が期待されている。また、電力系統も転
換期を迎えており、これまでの規制緩和などの結
果、中央集権型から分散型のシステムに向かって
いる（Wilson, 2002）。このように電力供給システ
ムは新しい方向へ向かっているものの、技術の進
展だけでは持続的な普及パターンを保証できない

（Lopes et al., 2012）。なぜなら、効率の悪い場所へ
の太陽光発電パネルの設置などの非効率を生じる
かもしれないからである。したがって、効率的な
再生可能エネルギーの普及の実現には、複雑さを
増すイノベーションと消費者のインセンティブと
の関係を理解する必要がある。
　再生可能エネルギーの効率的な普及を実現する
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分散型電源の普及政策と社会的相互作用

　

荒川　潔＊

要　　　　　約

　近年、伝統的な中央集権型のエネルギー供給から再生可能エネルギーなどを中心とした分
散型電源へと変革が起こりつつある。分散型電源のような新技術の普及には、技術の利用可
能性を向上させるだけでなく、不確実性を軽減するための政策が不可欠である。また、分散
型電源のようなローカルなコミュニティでのエネルギー管理によりエネルギーコストの削減
が期待できるが、そのためには消費者の受容性を高める政策も必要である。本稿では、分散
型電源とマイクログリッドに焦点を当て、不確実性を軽減し需要を高める要因について検討
する。また消費者がシステムの導入を決断する際、他者の行動がその決断に影響すると考え
られるため、ピア効果などの社会的相互作用の効果を検討し、望ましい分散型電源の普及政
策について議論する。

　＊大妻女子大学　社会情報学部

1



手段として近年注目を集めているのが、ローカル
なエネルギーシステムの構築である。ローカルな
コミュニティでのエネルギーの管理により、エネ
ルギーコストや二酸化炭素の削減、電力系統への
依存の低下などを実現するよう、人々に適切なイ
ンセンティブを与えようとするのである。このよ
うな取り組みは、低炭素エネルギーシステムへの
移行を推進し、消費者の信頼を確立することで電
力の需要と供給の柔軟性をもたらすことにつなが
る。さらに、コミュニティレベルでのエネルギー
の管理が実現すると、消費者は単なる受動的な立
場から消費と供給を行う能動的なプロシューマー
へ と 変 化 す る こ と に な る（van der Schoor and 

Scholtens, 2015）。このようにローカルなエネル
ギーシステムはエネルギーの消費傾向に強い影響
を与え、エネルギーや地球温暖化などの大きな問
題の解決に寄与する可能性を秘めている。このよ
うなエネルギーシステムを実現する技術として、
本稿では、分散型電源と、それらを電力系統に接
続したマイクログリッドに焦点を当てる。このマ
イクログリッドは分散化された電力ネットワーク
のオプションの中で最も期待されている技術とい
える。
　新しい技術の不確実性は高いため、一般に、消
費者はそれらの技術の導入に躊躇する。そのため、
再生可能エネルギーの導入に関する高い費用や知
識不足などの普及を抑制する要因に対しては、そ
れらの要因を緩和するための政策やビジネスモデ
ルが必要となる。そのような中、近年、電力の買
取契約やリースなどの解決策をもたらす第三者所
有（third-party-owned, TPO）モデルの重要性が増
している。また、コミュニティ・ソーラーなどの
モデルでは、コミュニティレベルで発電と電力消
費を管理することで、再生可能エネルギーの利用
のハードルを下げることを目的としている。この
ようなビジネスモデルは、特に住宅用太陽光発電
普及を急速に拡大する効果が期待されている。
　新しい技術の普及には、個人の行動の決定にお
いて社会的相互作用が強く影響することが知られ
ている（Becker and Murphy, 2000）。社会的相互
作用効果は、新製品を普及させるための潜在的に

重要な要因である。したがって、環境的に望まし
い財や技術の場合、政府やメーカーは社会的な外
部性をもたらし普及の促進をもたらす社会的相互
作用に関心を持つことになる。なぜなら、政策が
消費者に影響を与えると、社会的な外部性により
間接的に他の消費者に影響を与えるからである。
環境対応製品や活動の普及を促す要因として、他
者 へ の 類 似 が 存 在 す る こ と が 知 ら れ て い る

（Young, 2011）。イノベーションには消費者の不十
分な知識による不確実性を含んでおり、そのよう
な不確実の下では、友人や隣人たちの意見や行動
が、しばしば人々の行動のガイドラインとして機
能 す る こ と が あ る（Nolan et al., 2008; García-

Maroto et al., 2015）。このような社会的相互作用
の存在は、政府の介入効果を変化させる可能性が
ある。例えば、社会的相互作用により、発電設備
の空間的配置の非効率をもたらすかもしれない。
したがって、社会的相互作用による非効率性の増
大の可能性は、このような政策の副作用に対する
対策を必要とすることになる。また、太陽光発電
システムの高い視認性は近隣に影響するには十分
な力を持つ。このように、社会的相互作用は太陽
光発電パネルの採用を増大させることが知られて
いる（Bollinger and Gillingham, 2012）。さらには、
社会的相互作用は家庭内での電力使用をも減らす
効果がある（Frederiks et al., 2015; Schultz et al., 

2007; Ayres et al., 2013）。
　以上より、分散型電源の普及には、技術的な問
題の解決だけでなく、社会的相互作用を組み込ん
だ消費者行動を念頭に置いた普及政策の立案が不
可欠であることがわかる。したがって、本稿では、
コミュニティレベルの電力系統の構築に必要な政
策やビジネスモデルと、普及に影響を及ぼす社会
的相互作用の効果について検討する。
　本研究の構成は以下の通りである。2 節では分
散型電源の普及における問題点を指摘し、3 節で
はマイクログリッドの構築のためのビジネスモデ
ルを分析する。4 節では再生可能エネルギーの普
及を抑制する要因を分析し、5 節では普及を促す
ための社会的相互作用の活用について検討する。
6 節では結論を述べる。　　　　　
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　2. 分散型電源

　分散型電源とは、分散化された発電、蓄電、コ
ントロールできる負荷などを含む概念である

（Cardoso et al., 2014）。分散型電源は、電力化や
暖房のようなローカルな発電をも含む（Chicco 

and Mancarella, 2009）。分散型電源によりローカ
ルなエネルギーの利用可能性は大きく増大し、グ
ローバルなエネルギーシステムにおいても欠かせ
ない存在となっている（Ackermann et al., 2001）。
しかしながら、分散型電源の普及は伝統的な電力
ビジネスに大きな影響を与えるため、既存の電力
会社がデススパイラルに陥ってしまう危険性を含
んでいる（Kind, 2013）。
　スマートグリッドは分散型電源と親和性が高
く、スマートグリッドの最終的な利用者は分散型
電源を活用するとともに、住宅内の蓄電技術を利
用することが期待されている。また、分散型電源
を活用することで、ローカルなコミュニティにお
いて、エネルギーを効率的に管理することができ
る。分散型電源の有効活用に役立つ電力の貯蔵に
ついては、近年、蓄電池の価格が大きく低下し、
今後の大きな技術革新が期待され、分散型電源の
普及が促進することが予想されている。このこと
により、再生可能エネルギーの供給と需要の双方
を電力システム上で効率的なバランスをとること
が可能となる。さらには、分散型電源やエネルギー
貯蔵、デマンドレスポンスなどにより、電力部門
の脱炭素が大きく改善し、経済的にも重要性を増
すことになる。
　分散型電源は分散化しているため、その空間的
配置における非効率が生じる可能性がある。その
ため、例えば太陽光発電の場合、所与とする予算
のもとで発電量を最大化するのであれば、効率的
な空間的な配置は、大きい日射量の地域に優先的
に太陽光発電システムを導入することになる。そ
のような配置のもとでは、より低コストで多くの
エネルギーを産出できることになる。したがって、
分散型電源の普及を考える際、普及におけるイン
センティブ構造を理解した上で、普及政策を検討
する必要がある。

　再生可能エネルギーの普及のためには、税制や
補助金などを活用して経済的なインセンティブを
普及につなげる政策が欠かせない。再生可能エネ
ルギーが発電した電力の買取価格を保証する FIT

はそのような手段の一つであり、多くの国々で採
用されている。電力の固定価格での家庭からの買
取を約束することで導入のリスクを軽減でき、特
に太陽光発電の導入を著しく増大させた。これま
での研究で、太陽光発電システムの導入費用は高
いこともあり、所得が高くなるほど普及率が高い
と い う 相 関 関 係 が 見 ら れ る（Balcombe et al., 

2013）。同様に、住宅価値が高い地域や年齢の高
い地域、学歴の高い地域などにおいても普及のレ
ベルが高いという結果が得られている。その他に
も、社会経済的な要因と再生可能エネルギーの普
及 に は 相 関 関 係 の 存 在 が 指 摘 さ れ て い る

（Baskaran et al., 2013）。このように経済的インセ
ンティブを高めることで普及を促すことが可能と
なるが、それは必ずしもエネルギー活用の効率性
が改善したことを意味するわけではない（Frondel 

et al., 2010）。例えば、高い FIT は一般的に効率的
な空間的配置を実現できないことが知られてい
る。なぜなら日射量が小さい地域であっても太陽
光発電システムの導入が経済的に割に合うことに
なるからである（Inhoffen, 2019）。さらには、後
述するように、FIT などの経済的インセンティブ
を活用した政策の効果は、社会的相互作用の存在
により弱められる可能性がある。つまり、社会的
相互作用が政策の非効率的な面を悪化する可能性
があることになる（Allan, 2017）。
　家庭レベルでの発電やエネルギー貯蔵などの技
術が進化して再生可能エネルギーの普及が進む
と、分散型電源を活用したインフラストラク
チャーの進化が期待されることになる（Houwing 

et al., 2006）。そして、適切な管理による分散型電
源の統合が実現すると、ローカルなエネルギー活
用の効率化に大きく寄与するだろう。しかしなが
ら、過渡期においては、現在の伝統的かつ中央集
権的な電力インフラストラクチャーと整合的な分
散型電源の統合が必要とされることになる。つま
り、ローカルなコミュニティの取り組みを通して、
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分散型電源のポテンシャルを最大に利用すること
になる。電力の需要と供給がローカルなものにな
るにつれ、複雑性やコストが低下し、さらには中
央集権的なエネルギーシステムに関連する非効率
性をも低減する（Mendes et al., 2011）。このよう
に電力の需要と供給をローカルに管理する分散型
電源が必要とされることになる。分散型電源を柔
軟に運用するためには、太陽光発電パネルやイン
バーターなどの発電システムを消費者がどの程度
までカスタムできるのかを決める必要がある

（Huijben and Verbong, 2013）。カスタムの余地が
大きいと、消費者はニーズに合ったシステムを導
入でき、またプロシューマーとして電力に関する
費用を削減できることになる。また、デマンドレ
スポンスは消費者の消費パターンを変化させるイ
ンセンティブを消費者に与えることができる

（Smith and Brown, 2015; Koliou et al., 2014）。した
がって、ローカルなコミュニティの新しい役割は、
ローカルな発電やデマンドレスポンスによりエネ
ルギーの効率化を実現し、受動的な消費者を能動
的なプロシューマーに変化させることである

（Bouffard and Kirschen, 2008）。
　住宅用の電力需要は、電気自動車やヒートポン
プの普及などに伴い、大きく増大すると予想され
ている。したがって、電力化による電力需要の増
大はローカルなグリッドの問題を深刻化させるか
もしれない。これまでの解決策は、電力系統の強
化であったが、コストが高く状況に依存する。し
かしながら、分散型電源を活用してさまざまな場
面での電力化が進めば、エネルギーの利用は効率
化し、分散型電源はもっと普及することになる。

　3. マイクログリッド

　伝統的な中央集権的なエネルギーシステムは経
済的には効率的であるものの、環境的な観点から
は、必ずしも効率的とは言えない。一方、分散型
電源を統合したローカルなエネルギーシステム、
つまりマイクログリッドは電力の自給自足を促す
ため、持続性の観点からも近年注目を集めている

（Rogers et al., 2008; Walker et al., 2010; Rae and 

Bradley, 2012; Wirth, 2014）。グローバルな温暖化
ガス排出の削減のためには、分散型電源からの自
律的な発電を通して、ローカルなエネルギーシス
テムの構築が欠かせない（Cardoso et al., 2014）。
ローカルなエネルギーシステムへの移行について
は、個々の技術や導入に関する問題だけでなく、
家庭やコミュニティが既存のシステムやスマート
グリッドに与えると考えられる影響の把握が必要
である。数多くの技術や組織などと同様に、ロー
カルなエネルギーシステムの市場への導入は複雑
さを増している。そのような複雑な状況に対して、
ローカルなレベルでの最適な発電と需要の統合の
ため、新しい手段や組織の改編が求められている。
　伝統的な中央集権的な電力系統構造からマイク
ログリッドにシフトするためには、いくつかの問
題の解決が必要である。まずシステム導入の費用
であるが、太陽光発電や電力の貯蔵コストなどは
急激に低下しており、システムの導入のコストは
以前ほどには重要ではなくなっている（Nykvist 

and Nilsson, 2015）。しかし、再生可能エネルギー
の増大は、既存の電力系統に多大な負担をかける
ことになり、グリッドサービスの料金の上昇が懸
念される（Kann et al., 2016）。つまり、分散型電
源の普及に伴い電力系統などのインフラ投資が困
難になるというデススパイラルが懸念されている
状況である。この問題を解決するためには、分散
型電源を統合するマイクログリッドを効率的に構
築する必要があり、電力系統の分散化を促す政策
の努力が欠かせない。そのためには、再生可能エ
ネルギーの利用の強制や、分散化された信頼でき
る電力システムの採用などが必要となる。
　マイクログリッドはローカルでコントロールさ
れている分散型電源のクラスターで構成されてお
り、電力と市場の両観点から、需要と供給を一体
とみなすことができる（Ravindra and Iyer, 2014）。
マイクログリッドは、必要であれば、伝統的な電
力系統から離脱し、自律的な運用ができる。その
ため、分散型電源の高度な普及を可能とする。こ
のように、ローカルな資源をローカルな需要に対
する供給として利用できるため、エネルギーの損
失を削減し、エネルギー伝達システムの効率性を
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高めることができるのである。
　ローカルな発電やネルギー貯蔵などを通した効
果的な統合されたエネルギーシステムの主要な目
的は、ローカルなコミュニティのエネルギー需要
を満たすため、異なるエネルギーキャリアを統合
することである（Schweizer-Ries, 2008; Walker and 

Simcock, 2012; Giotitsas et al., 2015）。ローカルな
レベルでの統合はエネルギーの効率的な利用とと
もに、増大する自家消費やローカルなレベルでの
供給と需要のマッチングに役立つ。スマートグ
リッドの技術と需要側のマネジメントをも統合す
ることで、そのようなローカルなエネルギーシス
テムの信頼性と効率性は増加することになる

（Manfren et al., 2011）。エネルギーハブは、ある
地点のエネルギーの流れを最適化して管理する。
つまり、電力の貯蔵や供給のための転換と分散の
技術である（Orehounig et al., 2015）。エネルギー
のシェアに関して比較的同じような行動と関心を
持つプロシューマーのネットワークは、お互いの
ゴールを追い求め、一緒にエネルギー市場で競争
する努力を行うとしている。つまり、プロシュー
マーのネットワークはマイクログリッドの効率性
の改善だけでなく、コミュニティを構築する際の
複雑さなどの柔軟性のなさを克服するようデザイ
ンされている（Rathnayaka et al., 2015）。マイクロ
グリッドの構築のためには、コミュニティが完全
にエネルギー－システムをコントロールし、そし
て統合による全ての便益を享受できるローカルな
エネルギーシステムの統合が必要である。
　マイクログリッドのビジネスモデルは、エネル
ギーコストの潜在的な削減や信頼性の改善などの
多くの要因に依存する。いくつかの自治体ではマ
イクログリッドの開発に対してサポートがある
が、高い接続費用や長い待ち時間などの問題があ
り、それらは普及の抑制要因となっている。公的
なサポートは公共の便益が存在するかどうかに依
存するが、それは潜在的な投資者がマイクログ
リッドの構築の私的な便益があるかどうかで決ま
る。つまり、実際の投資者が標準的な電力系統か
らマイクログリッドにシフトすることで費用を削
減できるかどうかである。現在、投資の決断に強

い 影 響 を 与 え る の は FIT か ら の 便 益 で あ る
（Hashim and Ho, 2011; Solangi et al., 2011）。FIT

の固定的な買取価格は投資のリスクを大きく低下
させ、再生可能エネルギーの普及を大きく推進す
るが、それは同時に国民負担の増大をもたらすた
め、その価格設定には注意が必要である（Strupeit 

and Palm, 2016）。したがって、政府による規制や
税制、初期投資のサポート、その他の特別な金融
的なサポートプログラムなどの充実も必要である

（Zhang, 2016）。
　持続的なマイクログリッド構築のためには、太
陽光発電システムの導入だけでなく、維持や修理
などの補助的なサービスから得られる収入も重要
である（Karakaya et al., 2016）。さらには、導入や
運用を通じたコンサルタント業務などの非物質的
な付加価値を持ったサービスによる収入も重要と
なるため、それを可能とする人材の育成もマイク
ログリッドの普及には不可欠な要因となる。

　4. 普及に対する社会的障壁

　再生可能エネルギーなどの新しい技術に対して
は、技術的な要因だけではなく、非技術的な要因、
例えば、高い初期投資のコストや再生可能エネル
ギーの費用回収を長期化させる金融リソースの不
備などの金融的な問題も普及を妨げる要因とな
り、新しい技術の需要を低下させることになる

（Drury et al., 2012）。さらには、高い運営と維持
の費用や電力系統に接続するための取引の費用な
ども、太陽光発電システムの需要を著しく低下さ
せる（Ruggiero et al., 2015）。
　特に、住宅用の太陽光発電システムは小規模で
あるため規模の経済性は期待できず、そのことも
太陽光発電システムの普及を阻害する要因となっ
て い る（Ruggiero et al., 2015）。Balcombe et al. 

（2013）は、消費者の小規模な技術の採用を分析し、
大きな社会的障壁は設置コストであることを明ら
かにしている。そして、普及のカギとなる要因は、
住宅の資産価値などであることを明らかにした。
つまり、小規模なシステムの普及を促すには、所
得や地域などの社会経済的要因を考慮した政策の
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立案が必要であることがわかる。
　再生可能エネルギーの普及には、消費者が技術
を認識し、それを受け入れる姿勢を持つことが必
要である。しかしながら、人々は一般にリスク回
避型であり、再生可能エネルギーから得られる開
発の余地のある利益を認識しない（Ellabban and 

Abu-Rub, 2016）。また、再生可能エネルギーの収
益性に関する乏しい情報基盤や誤った情報は、再
生可能エネルギーの普及に強い影響を与えている

（Eleftheriadis and Anagnostopoulou, 2015）。 例 え
ば、発展途上国における潜在的な消費者は再生可
能エネルギーに関する情報が不足しているため、
再生可能エネルギーへの需要が十分に生かされて
いない（Reddy and Painuly, 2004; Engelken et al., 

2016）。同様に、個人的な価値観や行動規範は、
再生可能エネルギーへの投資の姿勢に強く影響を
与える。このような社会経済的な抑制要因につい
ては、次節で詳細に検討する。
　政策の不備も抑制要因となり得る。FIT におけ
る買取価格の下落などの低い電力価格は、再生可
能エネルギーへの投資費用の回収期間を長引か
せ、流動性のリスクを増すことになる。さらには、
それが高い初期投資の費用と組み合わさると、そ
れらは再生可能エネルギーの普及に深刻な影響を
与えることになる（Engelken et al., 2016; Comello 

and Reichelstein, 2017）。また、導入したシステム
の規模に課される課税は重大な影響をもたらす

（Ruggiero et al., 2015）。これは長期的な計画の安
定性の欠如につながる（Zhang, 2016）。したがって、
政府は適切な電力の買取価格の設定や地域のニー
ズと環境に合ったインセンティブを与え、再生可
能エネルギーへの投資を促さなければならない。
　このような金融的な阻害要因に対して、近年注
目を集めているビジネスが、TPO である（Huijben, 

and Verbong, 2013; Zhang, 2016）。TPO モデルは、
住宅の消費者に対する高い設置費用などのいくつ
かの金融的な障壁を取り除くことができる。TPO

モデルの最大の利益は、消費者はグリーンエネル
ギーを利用する際、初期投資の費用を不要とする
ことである（Zhang, 2016）。また、電気料金の削
減は最初の月から期待でき、消費者は長い回収期

間を心配する必要はない。このモデルによる多く
の便益のおかげで、このビジネスは急速に広がる
ことになった。しかしながら、システムコストの
低下により、TPO と直接の保有とのバランスが変
化することが考えられる。
　消費者の再生可能エネルギーの導入における不
確実性を低下させることが市場の拡大に不可欠で
ある。そのため、システムを消費者にリースする
ことで、導入の費用を無料とし、全ての維持に関
して面倒を見ることで、消費者の不確実性を減少
することができる。TPO モデルは、システムの運
用と管理の責任を消費者ではなく、企業に負わせ
ることも重要な役割である。企業は通常、メンテ
ナンスパッケージや性能の保証を行い、消費者に
対する数多くの業務やリスクを低下させるのであ
る。このように、導入のリスクを設置者に移すこ
とで、モラルハザードの問題を低下させ、より多
くの導入を促すことになる。
　このような TPO モデルでは、企業は消費者と
長期的な関係を築くことができる。したがって、
個人的な契約を構築し、消費者との関係を、例え
ば、社会的活動や営業担当者、消費者サービスの
拡充などのマルチなチャンネルを通して強化する
ことができる（Strupeit and Palm, 2016）。したがっ
て、このような取り組み自体も消費者の再生可能
エネルギーに対するリスクを低下させることにつ
ながり、システムの普及に強く影響することにな
る。

　5. 社会的相互作用

　再生可能エネルギーのような新しい技術の普及
については、イノベーションの普及モデルをベー
スに分析することができる。イノベーションの普
及 に つ い て は、Fourt and Woodlock（1960） や
Bass（1969）の先駆的な研究以来、学術的な関心
を引きつけている（Kiesling et al., 2012）。特に重
要なのが、技術の伝播をマスメディアや口頭コ
ミュニケーションによって活発化される状況をモ
デル化した Bass モデルであり、様々な分野で応
用されている（Meade and Islam, 2006）。一般的
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にイノベーションの普及はクラスターのような状
態で進行し、それらは社会的な学習効果、つまり
社 会 的 相 互 作 用 で 起 こ る こ と が 示 し て い る

（Young, 2009）。この社会的相互作用は太陽光発電
パネルの普及にも重要な役割を果たしている

（Bollinger and Gillingham, 2012; Richter, 2014）。
また、太陽光発電パネルはクラスターを形成する
傾向にある（Graziano and Gillingham, 2015; Rode 

and Weber, 2016）。その他にも、風力発電（Usha 

Rao and Kishore, 2009）、電力の買取価格（Diaz-

Rainey and Tzavara, 2012）、定置用燃料電池（Heinz 

et al., 2013）、エネルギー効率化の技術（Diaz-Rainey 

and Ashton, 2015）、太陽光発電システムのサポー
トスキーム（Islam, 2014）などが分析されている。
　再生可能エネルギーの普及にクラスターの傾向
があるのは、主要なターゲットのグループが、適
切な屋根を持ち、新技術に投資するに十分な資金
を持つ家計であるなど、共通の社会属性を持つこ
と が 考 え ら れ る（Huijben, and Verbong, 2013; 

Strupeit and Palm, 2016）。家庭における小規模の
再生可能エネルギー設備の普及の分析からは、主
要な社会経済的な属性、例えば、所得や住宅資産
などが影響することが示されている（Baskaran et 

al., 2013）。一方、社会経済的な要因に加えて、潜
在的な導入者は自身の環境に対する意気込みを他
者に見せつけたいという願望に突き動かされるこ
とが議論されてきた（Balcombe et al., 2013）。住
宅セグメントでのシステムの導入では、このグ
ループのメンバーはエネルギーに非依存的で環境
の便益を考えることで動機づけられる初期導入者
ということで特徴付けられる。このセグメントは
通常、太陽光発電の技術者や環境の意識が高い人
な ど の パ イ オ ニ ア 的 な 消 費 者 を 含 ん で い る

（Zhang, 2016）。このことは、人口動態的な情報を
下に特定の地域をターゲットとすることでピア効
果をさらに増大することが効果的であることも示
唆している。さらに、技術力のある設置者が利用
できるかどうかが局所的な普及に影響すると考え
られる。したがって、このイノベーション普及に
は社会的属性の検討と空間的分析が欠かせないこ
とがわかる。

環境問題に対する感情は、それらの設備の採用を
説明するに重要な要因である。そして、それらの
設備が一般に注目されることも、空間的な伝播の
プロセスがそれらの設備の普及を説明することに
重要な役割を果たすことを示している。いくつか
の研究は、太陽光発電技術の普及における空間的
プロセスを分析し、ピア効果の影響力を推計して
い る（Bollinger and Gillingham, 2012; Richter, 

2013; Graziano and Gillingham, 2014）。
　Rode and Weber（2016）は、太陽光発電の普及
をピア効果に着目して分析している。彼らは疫学
の空間伝染モデルで推計し、消費者が太陽光発電
パネルを採用するかの選択は他者に影響を受ける
と結論し、この効果は距離とともに急速に低下す
るとした。さらに、ピア効果は時間とともに弱ま
ることも明らかにした。Bollinger and Gillingham 

（2013）は、ピア効果は時間とともに大きさを増し、
導入量が多く、また局所的な街路レベルであるほ
ど大きくなることを示したが、このことはピア効
果が大きな導入を促すことを意味している。つま
り、強い因果関係のあるピア効果を発見し、近隣
では追加的な導入がさらなる導入の確率を増大さ
せることを発見したのである。また、パネルの視
認性と口コミが、さらなる採用をもたらす社会的
な相互作用に貢献する可能性を指摘した。つまり、
彼らはパネルの注目性と口頭コミュニケーション
がピア効果の伝播の主要なルートであることを示
したのである。これは、ピア効果には、印象によ
るモチベーションの向上と情報の伝達の影響があ
る こ と を 意 味 し て い る。 ま た、Graziano and 

Gillingham（2014）はそのような効果は距離とと
もに低下することを明らかにした。Richter（2013）
は、追加的な太陽光発電の導入は、新しい導入を
増大させることを発見している。この値は小さい
ものの、局所的に働いている社会的効果は、さら
なる普及を促進するのに有益であることを示して
いる。
　このような社会的相互作用の強さを考えると、
再生可能エネルギーの技術に対する消費者の受容
性や行動上の障壁を低下させることが普及の重要
な手段となることがわかる。つまり、企業と消費
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者との関係において、信頼と長期間の関係を構築
することも、普及のための本質的な役割を果たす。
実際、多くの企業は、個人的なチャンネルを利用
し、消費者と直接つながっている（Huijben, and 

Verbong, 2013）。そのため、営業担当者の訪問や
調査などの取り組みであっても、消費者の受容性
を高めることに繋がっているのである。
　視認性はピア効果を増大させると考えられるた
め、導入していることの視認性の増加は、採用率
を増大させると期待できることになる。つまり、
ある地域内での導入数が大きいほど導入は大きく
なるということである。このことは、新規導入を
増大させるためには、既にいくつか導入されてい
る地域をターゲットとしてマーケティング活動を
行うことは手堅い戦略であることを示している。
また、この効果を活用することで、他の情報提供
の方法でも採用のレベルを増大させることができ
る可能性がある。例えば、Bollinger（2012）は、
デモンストレーションサイト環境に望ましい技術
の採用にポジティブな影響を与えることを示して
いる。
　Inhoffen（2019）は、太陽光発電の導入量は日
射量が小さい地域でさえ社会的な相互作用により
増大したことを発見した。このことは、社会的相
互作用は、非効率的な空間的配置の原因ともなり
得ることを示している。つまり、最初の非効率的
な決断に他の人が影響されることになるので、こ
の最初の非効率性が社会的相互関係や近隣効果に
よって増大させられるのである。このように、太
陽光発電システムは最もエネルギーを産出する地
域で導入されていないので、政策を修正すること
で効率性の改善が可能となると考えられる。
　技術的な知識、専門家のスタッフ、個人的なノ
ウハウはシステムの導入を考える消費者にとって
不 可 欠 で あ る（Huijben and Verbong, 2013; 

Strupeit and Palm, 2016）。したがって、人的資本
は競争的観点や将来的な観点から重要な役割を果
たす。さらに、地理的な近接性に関連したローカ
ルな情報は重要である。なぜなら、ローカルな企
業は日常的に消費者と接することで消費者のライ
フスタイルや好みに対して情報を持つため、普及

に重要な役割を果たすからである（Strupeit and 

Palm, 2016）。さらに、マーケティング活動や社会
的活動から得られる企業の認知度は消費者の関心
に強い影響を与える（Karakaya et al., 2016）。これ
らの要因は、ブランドイメージの構築に強い貢献
をするので、システムへの信頼へ繋がり、普及を
促すと考えられる。

　6. 結論

　本稿では、伝統的な中央集権型のエネルギー供
給から再生可能エネルギーなどを中心とした分散
型電源へと変革を促す政策とは何かを理解するた
め、分散化電源の普及に影響を与える要因を分析
した。技術の進展だけでは持続的な普及パターン
を保証できず、複雑さを増すイノベーションと消
費者のインセンティブとの関係を理解する必要が
ある。そのため、消費者の不確実性を軽減し、さ
らに需要を高める要因について検討した。分散型
電源のようなローカルなエネルギーシステムを適
切に関することができれば、消費者を単なる受動
的な立場から消費と供給を行う能動的なプロ
シューマーへと変化させることで、低炭素エネル
ギーシステムへの移行、消費者との信頼の確立、
そして電力の需要と供給の柔軟性をもたらすこと
につながることがわかった。また、分散化電源の
ような新技術の普及には、社会的相互作用が強く
影響することがわかった。つまり、政策が消費者
に影響を与えると、社会的な外部性により、間接
的に他の消費者に影響を与えるからである。
　電力系統の信頼性や安定性、効率性は全て重要
な技術的問題である。新規の再生可能エネルギー
関連の設備はネットワークの負荷を高めるため、
信頼性を確実にするためにも電力系統の容量への
投資は継続されなければならない。同様に、電力
インフラは他の経済活動などを行うことで重要な
役割を果たしており、電力会社の金融的な安定性
は、効果的な再生可能エネルギーの普及に重要で
ある。さらに、よく構築されたビジネスモデルは、
企業と消費者の双方のインセンティブに強いイン
パクトを与える。電力業界でのビジネスモデルを
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構築することは、電力インフラを経済的に維持さ
せるために重要である。したがって、より望まし
いビジネスモデルの実現を可能とする政策とは何
かを明らかにすることが、今後の課題である。
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Policy on diffusion of distributed energy resources and  
social interaction

KIYOSHI ARAKAWA
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Abstract
In recent years, traditional centralized energy supply has been shifted to distributed energy 

resources such as renewable energy. In order to diffuse new technologies such as distributed 

energy resources, there is a need for effective policy not only to improve the availability of 

these technologies, but also reduce consumer uncertainty. Since energy management in local 

communities, such as distributed energy resources, can reduce energy costs, policies must 

increase consumer acceptance. The present study focuses on distributed energy resources and 

microgrids to examine the factors that reduce consumer uncertainty and increase demand. 

Consumers are influenced by the opinions of others when deciding whether to adopt the system 

or not. This paper analyzes the effects of social interaction such as the peer effect and discusses 

desirable policies for diffusing distributed energy resources. 

Key Words（キーワード）
distributed energy resource（分散型電源），microgrid（マイクログリッド），innovation（イノベー
ション），renewable energy（再生可能エネルギー）， social interaction（社会的相互作用）
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